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総
括
質
問
と
は
、
新
年
度
の
施
政
方
針
ま
た
は
市
長
就
任
時
に
行
わ
れ
る
所
信
表
明

に
対
す
る
質
問
で
、
2
人
以
上
で
構
成
す
る
会
派
に
よ
る
代
表
制
質
問
の
こ
と
で
す
。

今
定
例
会
で
は
、
2
月
8
日
の
本
会
議
に
お
い
て
、
5
人
の
議
員
が
会
派
を
代
表
し

て
総
括
質
問
を
行
い
、
市
長
の
施
政
方
針
に
対
し
て
考
え
を
た
だ
し
ま
し
た
。

な
お
、
施
政
方
針
の
内
容
は
、
4
月
1
日
号
の
「
広
報
戸
田
市
」
に
掲
載
さ
れ
て
い

ま
す
の
で
、
そ
ち
ら
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

総括質問�

公社債務負担を含めた
市債残高の削減を

▲土地開発公社所有の広大な「旧日本プレハブ跡地」

議
員

市
財
政
が
比
較
的
好
調

と
言
わ
れ
る
こ
の
時
期
に
、
市

債
残
高
の
削
減
を
図
る
べ
き
と

考
え
る
。
公
社
債
務
負
担
に
つ

い
て
も
大
胆
な
軽
減
策
を
図
る

べ
き
と
考
え
る
が
い
か
が
か
。

市
長

市
債
残
高
及
び
土
地
開

発
公
社
へ
の
債
務
保
証
の
解
消

が
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
と
り

わ
け
、
同
公
社
へ
の
債
務
保
証

の
早
期
解
消
が
本
市
財
政
の
健

全
化
を
図
る
上
で
重
要
で
あ
り

急
務
と
な
っ
て
い
る
。
公
社
所

有
用
地
の
か
な
り
の
部
分
を
占

め
る
「
旧
日
本
プ
レ
ハ
ブ
跡
地
」

と
「
健
康
福
祉
の
杜
第
２
期
事

業
用
地
」
に
つ
い
て
、
早
急
に

事
業
実
施
の
検
討
に
入
り
、
市

と
し
て
買
い
取
り
計
画
を
立
て

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
る
。

議
員

改
正
介
護
保
険
法
に
よ

る
と
、
い
く
つ
か
の
改
革
に
取

り
組
む
と
さ
れ
て
い
る
が
、
ど

の
よ
う
に
取
り
組
ま
れ
る
の
か
。

市
長

「
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
」
を
本
年
４
月
に
直
営
で

設
置
し
、
高
齢
者
等
の
総
合
相

談
や
支
援
、
権
利
擁
護
業
務
や

新
予
防
給
付
対
象
者
、
地
域
支

援
事
業
対
象
者
へ
の
ケ
ア
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
を
実
施
す
る
。
市
内

７
カ
所
に
あ
る
在
宅
介
護
支
援

セ
ン
タ
ー
を
地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
や
高
齢
者
へ
の
サ
ポ
ー

ト
、
情
報
提
供
機
関
に
位
置
づ

け
、「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム
」
の
充
実
を
図
る
。
地
域
密

着
型
サ
ー
ビ
ス
は
「
第
３
期
高

齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保

険
事
業
計
画
」
に
基
づ
き
整
備

を
図
る
。
地
域
支
援
事
業
は
、

民
間
の
活
力
を
生
か
し
な
が
ら

実
施
し
て
い
く
。

議
員

新
た
な
都
市
型
産
業
の

誘
致
を
視
野
に
入
れ
た
「
企
業

集
積
基
本
計
画
」
の
具
体
的
な

策
定
方
針
に
つ
い
て
伺
う
。

市
長

一
定
規
模
以
上
の
未
利

用
地
の
現
状
を
把
握
し
、
活
用

の
可
能
性
を
検
討
す
る
こ
と
に

よ
り
、
新
技
術
・
先
端
産
業
や

研
究
開
発
型
企
業
の
誘
致
を
図

る
ほ
か
、
既
存
産
業
の
集
積
に

つ
い
て
も
検
討
し
て
い
く
。

平成会　山崎 雅俊　議員

改
正
介
護
保
険
法
に
よ

る
取
組
は

産
業
振
興
策
は

歳　入�
市　　　　　税�

（243億5777万7千円）�

地方譲与税�
 （10億2200万円）�

繰入金�
 （9億3000万円）�

県支出金�
 （10億8733万�
　　　　3千円）�

    諸収入�
（21億1638万�
　　　　8千円）�

地方消費税�
交付金�

（11億円）�

その他�
（32億4078万�
　　　　7千円）�

65.2％� 9.4％� 5.7％� 2.9％�2.9％�

2.7�
％�
2.5�
％�

8.7％�

その他�
 （12億3816万1千円）�

  消防費 �
（16億1966万4千円）�

公債費�
（18億7374万円）�

　教育費 �
 （53億9430万円�
　　　　５千円）�

総務費 �
 （46億3259万�
　　　　6千円）�

衛生費 �
 （31億8565万�
　　　　3千円）�

　土木費 �
 （76億1423万円�
　　　　　2千円）�歳　出�

　民 生 費 �
（118億2164万9千円）�

20.4％� 14.5％� 12.4％� 8.5％�
5.0％� 4.3％�3.3％�

国庫支出金�
（35億2571万�
　　　　5千円）�

31.6％�

特 別 会 計 �241億5885万5千円

当初予算額会 計 名当初予算額会 計 名
465 万 8千円海外留学奨学事業88億 3382 万 8千円国民健康保険

45億 4800 万円老人保健31億 5065 万 7千円公共下水道事業

495 万 1千円火災共済事業110 万 8千円学童等災害共済事業

6億 8510 万 5千円介護老人保健施設等事業
3億 6827 万 3千円

中小企業従業員退職金等
福祉共済事業 28億 4388 万 8千円新曽第一土地区画整理事業

30億 3422 万 4千円介護保険5億 6720 万 5千円医療保健センター

9865 万 7千円新曽第二土地区画整理事業1830 万 1千円交通災害共済事業

一 般 会 計 �
平
成
１８
年
度
予
算

今
年
度
は
こ
の
よ
う
に
使
い
ま
す

373億8000万円

予算額�事項�

特�別�会�計�区� 画� 整� 理� 事� 業�

2,843,888�新�曽�第�一�土�地�区�画�整�理�事�業�

98,657�新�曽�第�二�土�地�区�画�整�理�事�業�

246,000�北�戸�田�駅�東�１�街�区�市�街�地�再�開�発�事�業�

子� 育� て� 支� 援� 事� 業�
12,000�小児救急医療体制�（一次救急）�運営費補助事業�

6,125�2�4�時�間�こ�ど�も�家�庭�相�談�事�業�

3,476�親�子�ふ�れ�あ�い�広�場�事�業�

1,426�保�育�園�第�三�者�評�価�事�業�

そ� の� 他� 主� な� 新� 規� 事� 業�
市� 制� 施� 行� 4� 0� 周� 年� 記� 念� 事� 業�

19,855�式� 典� 及� び� 記� 念� 事� 業�

2,290�音�楽�祭�（�仮�称�）�「�戸�田�2�0�0�6�～�」�

14,610�コ�ミ�ュ�ニ�テ�ィ�バ�ス�新�路�線�運�行�事�業�

3,880�企� 業� 集� 積� 事� 業�

1,563�議� 会� 中� 継� の� 実� 施�

予算額�事項�

安�全�・�安�心�の�ま�ち�づ�く�り�
学� 校� 施� 設� 等� 耐� 震� 対� 策� 事� 業�

18,082�小�中�学�校�耐�震�補�強�設�計�（�継�続�）�

515,099�小�中�学�校�耐�震�補�強�工�事�（�継�続�）�

116,672�文�化�会�館�耐�震�補�強�工�事�

3,000�既存住宅耐震診断�・�改修補助金交付事業�

18,435�危�険�箇�所�実�態�調�査�事�業�

10,500�防�災�ラ�ジ�オ�普�及�事�業�

5,000�安�心�安�全�情�報�提�供�事�業�

1,500�地�域�防�犯�活�動�支�援�事�業�

快� 適� な� 都� 市� 環� 境� の� 創� 造�
河� 川� 環� 境� 整� 備� 事� 業�

635,633�上�戸�田�川�改�修�事�業�（�継�続�）�

105,894�さ�く�ら�川�整�備�事�業�

単位：千円�


